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第一次大戦 前の 自由貿易国家 イギ リスにおいて、保 守(統 一)党 の政治指導者 チ ェンバ レン
に よって保護 貿易政策 への回帰 を 目指す運動 が推進 され た。本書 は、 この関税 改革運動 とそれ
が引 き起 した論争 を特 に経済史 的側面 か ら考察 し、その歴史的意義 を解明 しよ うとす るもので
あ る。全体 は補論 二編 を含 む全十編 の論文 か ら成 り、二部構成 を とる。第一部 「関税 改革 の政
策構想 」は、チェ ンバ レン構想(保 護 と帝 国を結合 したイ ギ リス固有の保護政策構想)の 成立
過程 の解 明を課題 とす る。19世 紀末 「大不況」下のイギ リスで は、工業保護 を志 向す る公正貿
易連盟 と帝 国=植 民地統合 を掲 げる帝 国連合 同盟、 この二つ の運動組織 が結成 され た。両者 の
政策 要求 は相互 に影響 を及 ぼ しつつ 、1890年 代初頭 に到 りイ ギ リス帝国通 商同盟(通 商 ブロ ッ
ク)結 成 の政策構想 に発展 す る。 ここにチ ェンバ レン構想 の原 型 を見出す ことができる。19世
紀 中葉 、自由貿易(帝 国)主 義 を武器 として資本主義的世界体制 を構築 したイギ リスにおいて、
世紀転換期 に到 り政策路線 を廻 る抗争が再燃 ・表出 した理由は何 か。筆者 は、当該期 に劇 的 に
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進行す る世界経済 の編成替 え、換言すれば古典 的世界市場 が崩壊 し 「多角的貿易=決 済構造」
が成立 しっっあった こ と、 この事実 こそ基底 的である と考えている。第二部 「関税改革一一 運
動 とその帰結」 では、今 世紀初頭のチェンバ レン関税改革運動 の展開過程 を明 らか にす る とと
もに、新 政策提案 に対す るイ ギ リス商業界 の反応 をランカシャー綿業、 ロン ドン ・シテ ィ金融
利 害、属領イ ン ド利 害に即 して詳細に検討 してい る。 「自由貿易 の トライ アングル」(こ れ ら三
セ クター は 自由貿易政 策か ら最 大 の利益 を引き出 した)を 形成 す る経済 的諸利 害にお いてす
ら、チ ェンバ レン提案 を画期 として政策志 向に亀裂 が生 じ、 この点でイ ギ リス 自由貿易政策 は
危機 に直面 していた と言 え よ う。 しか し、 「多角 的貿易=決 済構 造」の確 立 と発展 に伴 って 自
由貿易政策は再び活力 を取 り戻す。1907年 植 民地会議 にお ける通商 同盟論争 は、世界経済 の新
たな構造の確 立を浮彫 りす るもの と言え よ う。 ここにチ ェンバ レン=関 税改革派の運動 は挫折
し、イ ギ リスは コスモポ リタニズムに立脚す る 「最後 の繁栄期」を迎 えるこ とになるのである。
本研究の特色は、チ ェンバ レンの運動 を専 ら政治運動 と捉 えた り、或 は旧套的産業資本 の保護
運動 と見倣す 見解 を退 け、 この運動が世紀転換期 の世界市場 の巨大 な構造変化 に媒介 されてい
た事実 を解 明 した点にあ る。
第一部 「関税改革」 の政策構 想
第一章 「大不況」期 におけ るイギ リス帝 国統合運動
自由貿易政策 の廃棄 を要求す るチ ェンバ レン構想 の起源 は、19世 紀末 の帝国統合運動 に胚胎
す るのではないか。 この場合 、帝国 とはイ ン ドそ の他の属領植民地で はな く、イ ギ リス系移民
によって形成 された 自治植 民地 を指す。 この運動 を運動組織 に着 目しつつ 、時系列的 に整理す
れば、王立植 民地協会(1860年 代末～70年 代)、 帝 国連合 同盟(80年 代)、 帝国通商連盟(90年
代初頭)の 三者 が検 出で き、そ こに帝国統合運動 の段階 的発展過程 を指摘 できる。すなわ ち帝
国統合運動は、まず本 国 と自治植 民地間の連邦(→ 議会 同盟)結 成 を 目指 したが、そ の後増大
す る帝国防衛経費分担 問題 を契機 として帝 国防衛組織の構築 を企図す る運動 に転化 し、最後に
「通商(=関 税)同 盟 」結成 を要求す る運動へ と発展す る。本 国=自 治植民地の政治的統合論
は、十九世紀末 「大不況」 に媒介 され て経 済的利害紐帯 を基礎 とす る帝国統合=再 編論 に帰結
した。
但 し、1890年 代登場す る経済 的帝 国統合構想 を検討す る と、外見的 には類似 す るが、現実 に
は鋭 く対立す る二つ の政策構想 が析 出 され る。本国 の主張す る帝国内 自由貿易 を実現せ ん とす
る帝国関税 同盟論 と植民地側 の主張す る帝 国特恵論がそれ である。 そ して大不況下の運動は両
者 の対立 を調整 しえないままに挫 折す る。1895年 、植 民地相 に就任 す るチ ェンバ レンはこの政
策構想 に注 目し、当初 は関税 同盟論 を、後 には帝 国特恵論 を政策的 に継承 して行 くこ ととなる。
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同時代 人のみな らず後 の研 究卑 も・チェンバ レン運動 の革新性 を強調す るが、政策構 想 自体 は
1890年 代 の遺産 を継 承 した もの に過 ぎない、 これが筆者 の結論で ある。
第二章 「大不 況」期 にお けるイ ギ リス関税 改革=帝 国連合運動
チ ェンバ レンの関税 改革提案(1903年)に 収敏す るイ ギ リス型保護主義の政策構想 は、二つ
の焦 点を もつ楕 円構 造 と捉 えるこ とができる。一つ は本 国 と自治植 民地群 を結集 ・統合 ・再編
し、そ こにイギ リス帝 国規模 の市場 圏を創 出 しよ うとす る帝 国統合構想 である。今一つ は十九
世紀末 「大不況」期 の 国際競争激化 に より衰退 の危機 に直面 したイギ リスエ業 牽保護政策 の復
活 に よって救 済 しよ うとす る関税改革構想 である。 そ して後者 の側 面を担 った運動組織が工業
資本 家 を中心 とす る国民公正貿易連盟 であった。前章 で明 らかに した通 り、帝国統合運動 は1880
年代 に入 り政治的統合論 か ら経済 的統合論へ と飛躍す る。第 二章の課題 は、公正貿易運動 に焦
点を当てっっ帝国統合運動 の変質過程 を実証的 に解 明す ることにあ る。史料 としては二っ の運
動組織 が刊行 した 『帝国連合』 と 『公 正貿易』 を利用 した。結論 を言 えば、関税改革(=公 正
貿易)派 は帝国統合運動 を通 商同盟運動 に発展 させ る上で重要な役割 を果 した と言 えるであろ
う。 しか し、二つの運動 は真 の意 味で融合 ・合体 し、帝 国通 商同盟運動 の新 たな地平 を切 り開
くことにはな らなかった。
補論 一 「19世紀末イ ギ リス商業界 と帝国主義 」は、 この論 点 を掘 り下げ、運動 の背後 にあ る
イギ リス帝国商業界の政策志 向を分 析 してい る。 筆者が注 目す る史料 は、1892年 ロン ドンで開
催 され た第二回帝 国商業会議所会議 の討議録 である。運動 の前進 を妨げた第 一の理 由は、本 国
と植 民地の 間に構 築 さるべ き通 商 同盟=帝 国経 済像 に関 して著 しい懸 隔が存在 した こ とであ
る。 第二 に、 よ り一層重要 な点は、イギ リス商業界の内部に何 をもって通商同盟 の本質 と見 る
かについ て相容 れ難い対 立 が存在 した。帝 国統合 の 「金 融 的側 面」(非 関税 的政策 手段→イ ギ
リス資本輸出 と在 外資産 防衛 のための海 軍力強化 に よる統合)を 重視す るロン ドン・シティ と、
「通商的側 面」(関 税 改革→帝 国特恵創 出→ 特恵 の相互供 与 に よる統合)を 主張す る地方 商工
業界の対立がそれ であ る。第 二回 コングレスにおいて貫徹 したの は、シテ ィの掲 げる 「自由貿
易関税 同盟」の政策路線 で あった。1890年 代初頭 は通商 同盟運動 高揚 の一頂点で ある と同時に、
その限界 を告知す るもの と言 え るであ ろ う。
第三章1890年 代 にお けるイ ギ リス帝 国貿易論一 「貿易 は国旗 に従 うか」論争 を巡 って
1890年 代 はイギ リス経済史上 の分 水嶺 と言 えるで あろ う。イ ギ リス鉄鋼業 の地位低下が象徴
す るよ うに、世界市場競争 の激化 とともに産業=貿 易国家 としてのイギ リスの世界 的地位 は急
速 に弱体化 した。 同時 にアフ リカ分割 に象徴 され る帝国主義的海外膨 張が極 点に達 したこ とが
想 起 され なければな らない。新植 民地政策の先頭に立ったのが保守党の植 民地相 チェンバ レン
で ある。 こ うした事態 を背景 と して、 「貿易 は国旗 に従 うか」 を巡 り一連 の帝国貿易論争 が展
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開 された。 この論 争は、世紀転換期 のイ ギ リス帝国 の基本的性格、ひいて は帝国関税同盟 の政
策構想 の成否 を問 う上で看 過 しえない意義 を担 った と考 え られ る。 ここで は 「貿易 と国旗 」の
関係 を批判す る元商務 院次官 ファーラー(自 由貿易論者)と 、この 関係 を肯定す る特許会社 ・
南ア会社 取締役バ ーチナフ(通 商同盟論者)を 代表的論者 として取 り上 げた。
ところで当該期 の世界経 済の構造解 明に大 き く寄与 した業績 として、 ソウル ・モデル を逸す
ることができない。彼 は今 世紀に成立す るイ ギ リス、新興欧米工業国、第一次産品国か ら成 る
世界経 済の全 体構造 を、緊密 な相互依存=補 完 関係 をもつ 「多角的貿易=決 済構 造」 と把握 し
た。イギ リス帝国は第一次産品国の主要部分 を 占める。多角的 システ ム下 の世界経済 は 自由貿
易体制 を前提 としてお り、イ ギ リス本 国 も帝 国 も開放体系(オ ー プン ・システム)の 下 におい
てのみ発展 し得 る。 こ うした観 点か らソウル は本国 と植 民地 を閉鎖的貿易ブ ロックに封 じ込 め
よ うとす る通 商同盟構想 を時代錯誤 と批判 した。貿易 と国旗 を巡 る論争 において、 ファー ラー
の帝国貿易論 は ソウル の主張 を先 取 りしていた と言 える。他方 、バーチナ フは同 じ多角的 シス
テ ムの発展 を帝国的経 済紐 帯の弱体化 と捉 え、通商 同盟構想 を弁護 したので ある。世紀転換期
に到 り、同時代人の見 る帝国経済像 は鋭 く分裂す る こととなった。 関税改革が国政 レヴェルの
政治=政 策争 点 と して登場 す る条件 は整 った と言 えよ う。
第二部 「関税改革 」 運動 とその帰結
第 四章 エ ドワー ド期経 済 とチ ェンバ レン関税改革運動
1903年5月 、植 民地相 チェ ンバ レンは関税改革(自 由貿易 の廃 棄)を 総選挙の政治争点 とす
るよ う訴 えた。 このチ ェンバ レン提案 を契機 として 、イギ リス政界 は未曾有 の混乱 に陥 った。
本 章の課題 は関税 改革 の政治過程 の ク ロノロジー を整 理 し、その全体像 を素描す るこ とに あ
る。 まず最初 に1903年 の時点で政治課題 が提起 された背景 が重要で あろ う。南ア戦争が惹 き起
した政治 ・外 交 ・軍事的危機 、 これに伴 う財政 的危機 も看過 しえないが、筆者が強調 したいの
は世紀転換 期イギ リスの経 済的危機 である。 チェンバ レン 自身 、産業=貿 易国家の衰退(他 面
で は金融国家の繁栄 を意 味す る)こ そ、政策転換 の提案理 由である と明言 してい る。 次に新 提
案 を巡 る政治党派の分裂 が考察の対象 とな る。野党 自由党、新興の労働 党(労 働 代表委員 会)
の樺 樋 要であるが・最 も注 目すべきは与党保守党の分裂である・保守党は新提案を支持す
る関税改革派、反対 の旗 印を鮮 明 とした統一党 自由貿易派 、中立 を標榜す るバル フォア派 に三
分 された。 三者 の鼎 立は当該期 のイギ リス資本主義 の世界的地位 に関す る現状認識=診 断 に対
応 してい る。最後に、運動 の帰結 が問題 となる。保守党 は関税改革 を選挙争点 とす るこ とに よっ
て、1906年 総選挙 にお いて歴史 的敗北 を蒙 ったのである。以上 を対 内的決着 とすれ ば、1907年
植 民地会議 は対外 的決着 を意 味す る。新提案 は今や政権 の座 にある自由党政府並び に一部植 民
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地の反対 によ り葬 り去 られ た。チ ェンバ レンが提起 した 関税改革構想が現実の政策 として定着
す るの は、第一次 大戦、世界恐慌 を経た後、オ タワ ・ブ ロ ック経済体制 下 においてで ある。
第五章 関税 改革論争 とイ ギ リス綿業の対応
関税改革 が単な る政策構想 でな く、現実の政策 として提起 された とき、イ ギイス商業界 はい
かな る反応 を示 したで あろ うか。 まず最初 に注 目す るのはランカシャー綿業 である。1840年 代
にお ける旧重 商主義体制 の廃棄 、 自由貿易政策へ の転換 を主導 したのは同地 に拠点 を置 く反穀
物法連盟 であ り、マ ンチ ェスター商業会議 所で あった。 のみ な らずイ ギ リス綿業 は原棉調達 も
製 品市場 も圧倒 的に海 外市場 に依存 してお り、 しか もイ ギ リス資本主義の編成 において支配的
地位 を 占めていた。 ランカシャー な ど北部工業地帯 が 自由貿易 を支持 し、 関税改革 に反対 した
こ とは1906年 総選挙 の結果 に照 して明 白であ る。 しか し、関税委員会 『綿 業報告 書』やマ ンチ ェ
ス ター商業会議所 討議録か ら綿業界 の内実 を精査す る と、通説 が強調す るほ ど安泰で はない。
実 は、当該期 はま さに後進 国(イ ン ド、中国 、日本 、アメ リカ南部 な ど)綿 業の興 隆 期で あ り、
マ ンチェスターには危機感 が涯 ってい た。 また 、アメ リカ、 ドイ ツな どの新興工業 国の独 占体
形成 の脅威 に晒 されて いた。 ランカシャー綿業 は国際競争 の激化 に対抗す るため、特化 ・専業
化 しつっ 、ヘル ムの迂 回貿易論(多 角 的貿易=決 済構造 の別 の表現)を 武器 として政策的動揺 を
食い止 めたのであ る。 だが以上 のご とき国際競争へ の対応 が、真 の救済策 た りえない ことは 自
明で あ る。生産組 織 にお いて もビジネ ス組織 におい てもイ ギ リス綿業 は次第 に国際競争力 を喪
失 し、第一次 大戦 を経 た後 は、イ ン ド市場 に依存す るこ とによって命脈 を保っ存在 に過 ぎな く
なった。 そ して世界恐慌 を画期 とす る 自由貿易 主義 的な多角 的システ ムの崩壊 とともに、イギ
リス綿業 は壊滅 す る。本章 は結果 として研究史上 の通説 を確認す るに止 まるが、関税 改革が綿
業界に惹 き起 した波紋が決 して取 るに足 りない ものではなかった点を改めて強調 しておきたい。
第 六章 ロン ドン ・シテ ィと 「関税 改革 の 『金融 的側面』」
近年 のジェ ン トルマ ン資本 主議論 に よれ ば、 シテ ィの国際 的商業 ・金融活動 こそイ ギ リス資
本主義 の中核 的存 在で あ り、 ロン ドンのバ ンカー(マ ーチ ャン ト ・バ ンカー及び個人銀行家)
は分 身た る政治支配層へ の影響力 に よって正統 的経済政策 、就 中 コスモ ポ リタン的 自由貿易政
策 の支柱 であった とされ てい る。 この議論 は、 関税改革運動 を打倒 したの はシテ ィで ある、 と
す る通説 を補 強す るもの と言 えよ う。 わが国の 「金融資本」分析 も同様 の結論 を下 してい る。
シテ ィの資本 輸 出 と利 子 ・配 当金 の回収、fロ ン ドン宛手形」 の世界 的回流 は 自由貿 易の維持
を不動 の政策 的前提 としたのである。筆者 が金融 ジャーナ リズムを精査 した結果か ら言 えば、
「産業=貿 易 国家の衰退 は、金融 国家 の衰退 を導 く」 とす るチ ェンバ レンの警 告は意外 な浸透
力 を もち、シテ ィに共鳴盤 を見出 したので ある。何故で あろ うか。第一に世紀転換 期は産業国
家 の危機 であ るに止 ま らず 「世界 の金融セ ンター」 ロン ドンの危機 であった。後発国金融セ ン
一133一
ター(パ リ、ベル リン、ニュー ヨー ク)の 台頭 と外国銀行 の ロン ドン進 出は、折か らの国際収
支危機 、南ア戦争 に伴 う財 政危機 と合 わせてイ ギ リスの銀行 家の深刻な脅威 となった。従 って
第二に、彼等 は危機 打開策 に期待 した。金融紙誌 『バ ンカ「ズ ・マガジン』、『ファイナ ンシャ
ル ・タイムズ』な どの金融 界の世論 も、チ ェンバ レンの政策転換論、特 に 「帝国的側 面」 を支
持 したのであ る(但 し、工業保 護 を支持 した とは断定 できない)。 第三 に注 目すべ きは、1906年
総選挙 の結果 であ ろ う。 シテ ィ選挙 区は関税改革論者チ ェンバ レン、報復論者バル フォア の属
す る保 守党を圧倒 的に支持 したのである。 と りわけ海外投資の拠点 、ロン ドン証券取 引所 に結
集 す る諸利 害のチ ェンバ レン支持 が特筆 されなけれ ばな らない。 関税改革運動 は、シテ ィ銀行
家の 自由貿易政策 への結集 ではな く、逆に金融的ナ シ ョナ リス トの台頭 と 「シテ ィの分裂」 を
齎 ら したのであ る。
第七章 第 一次大戦前の帝国特恵論争 と 「イ ン ドの立場」
第一次大戦 前の世界経済(多 角的貿易=決 済機構)が 円滑に作動す る上で 、属領イ ン ドは特
殊な、 しか し決 定的に重要 な位置 を占める。 ソウル はこの地位 を多角 的システムの 「鍵」 と呼
んでい る。 イ ン ドは欧米 工業国、 日本 な どに彪大 な原料 ・食糧 を輸 出す ることに よって巨額 の
貿易収支黒字 を獲得 し、 これ を対英ス ター リング債務支払い に充当 したのであ る。 またイ ン ド
黒字 はイギ リス綿製 品、鉄道 資材輸入 に使用 された。以上 の意味で、イ ン ドは 自由貿易体制 の
維持 を不可欠 としたかに見え る。イ ン ド利害関係者 は関税改革 に対 し、いかな る対応 を示 した
で あろ うか。 本国政府 は関税改革提案 に対す るイン ド政府 の意 向を打診 してい るが、その回答
が 『イ ン ド政庁の見解』 であ る。 この史料 を注意深 く点検す る と、多 くの興 味 ある事実を指摘
で きる。すわわ ち、イ ン ド総督 カーゾンは回答 書簡本文 で政策転換(英=印 特恵計画)に 反対
した。他方 、イ ン ド政庁行政参 事会財 務委員(イ ン ド大蔵大 臣)ロ ー は、『反対論覚 書』は本
文 を批判 し、敢 えて言 えば政策転換 に支持 を表明 したのである。 さらに1904年2,月 、 この文書
が公表 されて以降、英=印 特恵を巡 る論争が高揚す る。 以上 の事実 はイ ン ド統治関係 者の間に
す ら政策的利害 の分裂 を回避 で きなかったこ とを示す であろ う。
補論二 「1907年植 民地会議 と 『イ ン ド的観点』」 は東 イン ド協会 の帝国特恵討議 を分析 す る
こ とによ り、チ ェンバ レン計画へのイ ン ド関係者 の複雑 な反応 を明 らか に した もので ある。本
章 で筆者 が強調 したいのは、イ ン ド人 ミ トラの多角 的システムにお けるイ ン ドの地位 を理 由と
す る 自由貿易擁護 論は、重 要ではあるが 「イ ン ド利 害の観 点」 の一つ に過 ぎない とい う点で あ
るρ それ はイ ン ド保護 主義 と工業化 、政治的 自立=自 治 と 「国民経済」 の構築 を求 めるイ ン ド
世論 を拒否す る論理の上に成 り立った 「イン ド利 害の観 点」であった。
第八章1907年 植 民地会議 と 「通商 同盟」論争
チ ェンバ レン関税改革運 動の高揚 と挫折 は、第一部で論及 した植 民地会議史 の展 開 と密接 に
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関わ ってい る。 チ ェンバ レンが総選挙 の政 治争 点 として関税 改革 を提唱す るに到 った直接 の契
機 は、1902年 植 民地会議 におけ る帝国特恵推進決議 であ る。運動 は1906年 総選挙 にお ける保守
党 の惨敗 に よって決着が着 け られたが、なお帝国 レヴェル の討議 が残 され ている。筆者 の視 点
か らすれ ば、1907年 会議 の通商同盟討議 は政策転換運動挫折 の最終局面 として決 定的に重要 で
ある。本章 は植 民地会議関連議会文書、 と りわけ同会議議事録 を史料 として第一次大戦前 の帝
国特恵運動 が結 実す るに到 らなか った背景 を解明 しよ うとす るもので ある。 まず1902年 決議再
確認提案 を支持 したの は、カナ ダ、オース トラ リア、な どの六 自治植 民地である。但 し、カナ
ダ首相 ロー リエの姿勢が象徴す るよ うに、帝国特恵 体制 を構 築 しよ うとす る主張は大幅 に後退
した。植 民地側 は理念 としては通商同盟構想 を支持 したが、帝国内通商のみな らず、対外通 商
拡大(カ ナ ダの場合 は対米通商)を 強調 し始 めた点が注 目に値 す る。決議 に反 対 したのはイン
ドと本 国 自由党政府 で ある。補論二で検討 した よ うに、イ ン ド省 代表マ ッケイ(シ テ ィ商業 ・
金融利害 を代 弁す る)の 「イ ン ド利害の観 点」か らす る通商同盟反対論 が決定的 に重要 と言 え
よ う。 そ して蔵相 アス キス のイ ギ リス経済 の構造 に即 した通商同盟構想 批判が 「止 めの一撃」
となった。 以上の植 民地会議 にお ける論争 の背後 に浮彫 りされ るのは、世紀転換期 を画期 とし
て世界市場 は構 造変化 を遂 げ、多角的 システ ムが力強 く成長 し始めた と言 う事実で あろ う。 イ
ギ リス、イ ン ド、植 民地 はそれぞれ の仕方 で帝 国内諸国 の相互依存拡充 にで はな く、発展す る
世界経済 との連携 強化 に通商拡大 の方途 を見 出 したので ある。 ここに第一次大戦前 に関す る限
り、関税 改革 運動は事実上 の終止符 を打 ったので ある。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、20世 紀初頭 に植民地相チ ェンバ レンの提唱 を契機 に展開 した 関税改革=帝 国連 合
運動 を内外 の研 究史の よ うに、単 なる政治史や 旧套的産業資本の非現実的保護 貿易運動 と して
消極 的に位 置づ けるこ とをまず批判す るところか ら出発す る。 この関税改革運動 は、イ ギ リス
の内政 のみな らず植 民地 を も巻 き込 んで展 開 してお り、ま さに世紀転換期の世界市場の構 造変
化 に対応 しつつ展開 され たイ ギ リス国民経 済ない し帝 国主義 の全構造的な体制選択 と密接 に関
連 した論争 で ある と論者 は見てい る。従 って、論者 はこの関税改革=帝 国連合提案 を契機 に展
開 した論争 は、 シテ ィ金融 資本 の 自由貿易 的金 融帝 国建設論 とこれ に対抗す る産業資本の保護
貿易 的国民経 済論 との全面 的な対決 であった としている。従 ってS.B,ソ ウル が強調す るよ うに、
チ ェンバ レン ・キ ャンペ ー ン と して知 られ る この保護貿易 的 関税 改革=帝 国連合運 動 が全 く
「主観 的」な もの であ り、論争 それ 自体を も 「不毛 のもの」 とす る主張 を鋭 く批判す る。論者
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は、何 よ りもこの不 当に軽 ん じられ てきた関税改革=帝 国連合運動の成立 ・展開 ・帰結の実証
的分析 によって、すべ てを多角 的貿易決済機構 に収敏 させ る基底還元的なシテ ィ 自由貿易帝国
主義 とい う一 面的 な英帝 国像 を克服す るこ とを課題 としてい る。
このよ うな意 図に基づ いて、論者 は近代英国史研究では定石 とな って きた議会史料の分析や
数量統 計処理 に よ る論争 の一 見客観 的な検証 にす べ てを委 ね る従来 の単純 な方法 は採 用 しな
い。 そ うで はな く論者 は、関税改革=帝 国連合運動や帝国主義 論争 の 当事者 自身が残 した膨 大
な時論や手記 の収集 ・精査 また植 民地会議議事録 や利害団体討 議録 の徹底 した検討 に よって、
歴史 を何 よ りも生成す る客観的過程 として再構成 しっつ、イギ リス帝 国主義 の全体像 を複 眼的
な視点で見極 めよ うとしている。
序論及び は しが きで は、そ うした本書の基本構想 と課題 が示 され てい る。
本書は、関税改革の政策構想それ 自体が分析 され る第 一部 と、関税 改革運動 の展 開、帰結 の
過程が分析 され る第二部 か ら構成 されてい る。
第一部第一章で は、世紀転換期 の関税改革運動の淵源が、大不況期(1873-96年)に おけ る
イ ギ リス帝国連合運動 とい う、植 民地 をま き込んだ帝国統合運 動に発 してい ることが明 らかに
され る。 この場合帝国統合 の範囲 は、イ ン ドや 南ア フ リカを除 く移住 自治植 民地に限定 され て
い る。 この運動 はまず本 国 と植民地間 の連邦結成(王 立植 民地協会1870年 代)か ら帝 国防衛分
坦問題 を焦点 とした帝国 防衛組織形成 の運動(帝 国連合 同盟1880年 代)を 経 て、1890年 代 に通
商=関 税 同盟結成 を 目標 とす る帝国通商連 盟に至 るもの と論者 は整理 してい る。 この運動 は、
①帝国内 自由貿易 を求 める帝国関税 同盟論 と②植 民地が求 める帝 国特恵論 との利害対 立を調整
で きぬまま に終始 したが 、統一党のチ ェンバ レンの関税 改革運動 は、 こ うした歴 史的経緯 を継
承す るもので あった と結論 してい る。
第一部 第二章では、1903年 のチェンバ レンの関税 改革提案 に帰結す る帝 国連合運動 と関税改
革論 との関連 、帝国連 合論か ら関税 改革論 への力 点の移動 、関税改革論 と公 正貿易運動 との関
連 が、同時代 の運動 体の刊行雑誌 『帝国連合』 と 『公正貿易』 の分析 によって解 明 され る。
第一部の補論 では、1882年 第2回 帝国商業会議所討議録 の分析 によって関税 改革=帝 国統合
運動 をめ ぐる英 国商業界内部の二つの勢力 ・政策志 向の対立 、シテ ィの帝国統合 の金融的側面
の重視(資 本輸 出 と帝 国保全利害)の 立場 と地方商 工業界の通商的側面 の重視(関 税改革、帝
国特恵付 与に よる統合)の 立場 とが存在 していた ことが解明 され てい る。
第 一部 第三章では、関税 改革=帝 国統合論 との関連 において1890年 代 にイ ギ リスで展開 され
た帝 国貿易論争 、 「貿易 は国旗 に従 うか ど うか」をめ ぐって 自由貿易 論者 フ ァー ラー(元 商務
院次官)と 通 商同盟論者 バーチナフ(南 ア会社取締役)と の間 の論争が紹介 され てい る。 自由
貿易論者 フ ァーラーの議論 は、世紀転換期 の世界市場 とその 中でのイ ギ リス とイ ン ドの位 置を
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認識 しつつ 自由貿易 を、他方バーチナ フは、同 じ世紀転換期 の世界市場 の構 造がイギ リスの帝
国 的経済紐 帯 を全体 と して弱 体化 ざせ てい る との危機意識 の も とに帝 国統 合 を訴 えてい た こ
と、その意 味で両者 は、同時代人のイ ギ リス帝国経済像 の分 裂 を象徴す るとともに後 にチェン
バ レンの関税 改革提案 をめ ぐって展開す る論争 の先駆形 態をなす ものであった ことが解 明 され
てい る。
第二部 第四章で は、エ ドワー ド期イ ギ リス経 済の危機 の客観 的構 造(産 業構造 ・貿易構造 ・
国際収支構 造)が 要約 され る とともにチ ェンバ レンの保護 主義的関税 改革提案 とそれ をめ ぐる
論争 が分析 され る。そ してチ ェンバ レン関税改革運動 と論 争の内政上の決 着点で ある1906年 総
選挙 と、外 政上の決着点で ある、1907年 植 民地会議 が辿 られ 、最終 的に この運動 の挫折 が諸産
業 ・諸 階級 間の利 害対抗の うちに明 らかに されてい る。
続 く第 二部第五章 と第六章では、内政的利 害対抗 の二つの柱 であ るイギ リス綿 業、並 びにロ
ン ドン ・シティ金 融資本の個別分析 がな され、他方第二部第 七章及 び補論 二では、外政 的利害
対抗上 の要で ある 「イ ン ドの立場 」が解 明 され る、その上で終章 として第八車で は、1907年 植
民地会議 での植 民地特恵=通 商同盟 をめぐっての 自治植 民地 の態度 が全体 として考察 され てい
る。
第二部 で論者 が考察 してい る歴 史過程 は、関税改革運動 の展 開 と挫折 に尽 きる。 とはいえ論
者 は、第 五章において は、かつての産業革命 と自由貿易政策 の推進 主体 であった綿業資本 内部
に発生 した政策志向の分裂 を、また第六章では、金 融帝 国へ のイギ リス国民経 済の推転 の坦い
手で あるシテ ィ金 融資本の内部に発 生 した亀裂 を、それ ぞれ研 究史 の通説 に対す る批判 として
提示す る とともに、新たな史実の発 見に成 功 してい る。 この点は論者 の独創 的な研究成果 とし
て特筆 され る。
① 国際競争 に対 して特化 ・専業化 を進 めていた北部 工業地帯 のランカシャー綿業 は、確か に
自由貿易 を支持 して関税政 革に反 対 したが、マ ンチェスター綿業 はイ ン ド、中国、 日本そ して
ア メ リカ南部綿 業の競争 に直面 して、危機意識 を もって関税 改革 を支持 した こと。②同 じよ う
にマ ーチ ャ ン ト・バ ンカー に代表 され るコスモ ポ リタ ン的 シティ金融 資本内部 にも、 「産業 ・
貿易立 国の衰退 は、金融国家の衰退 を招 く」とす るチェ ンバ レンの訴 えの共鳴盤 となった勢力、
特 に株式預金銀行 が存在 した こと。③後発金融 セ ンター たるパ リ、ベル リン・ニ ュー ヨー クの
台頭 を脅威 と感 じ、商ア戦争 を契機 とす る財政危磯 と国際収支危機 が、金融ナ シ ョナ リス トと
で も言 うべ き金融帝 国的側 面の支持者 を生 み出 していた こ と、 これ らの史実の発 見であ る。
第七 章、八章の関税改革 をめ ぐるイ ン ド利害の分析 も先行研 究史批判 を意 図 してい る。S.B.
ソ ウル の多角 的貿易決 済磯構 の要 としてのイ ン ドの位 置か らイ ン ド利 害を一枚岩 的 自由貿易利
害 として把握 しが ちで あった先行研 究史 に対 し、 「イ ン ド国民経済学」 の立場 はイ ン ド工業 の
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保護 と工業化、政治的 自立 を求 めてお り、英印特恵をめ ぐる論争 に示 され るよ うなイ ン ドの立
場が存在 した こ とが実証 され てい る。
第八章で は、1907年 植 民地会議 が最 終的に関税 改革運動 に とどめを刺す 局面が解 明 され る。
カナ ダの提唱 した植 民地特恵論が後退 し、イ ン ドとイギ リスが主張 した世界経済への連携 を、
英帝国内結束 よ りも優先 させてい くとい う、いわばイギ リス国民経 済の 「自己破壊 の局面」 が
歴史像 として鮮や かに提示 されてい る。
以上の検討 によって論者は、世紀転換期のイ ギ リス帝国像 について多角 的貿易決 済機構 にの
み収敏 させ る基 底還元的 なシテ ィ 自由貿易帝国史像(S.B.ソ ウル)に 代 えて 、複 眼的な視座 か
ら多面的 な全体像 を析 出、再構成す るこ とに成功 してい る。 特に論者 はイ ギ リス帝国主義 の生
成展 開過程 に関 して実証的 に独 自の全体像 を提示 してお り、内外 のイギ リス近代史研 究の視野
を拡大す るこ とに大 き く貢献 してい る。
よって本論文 の提 出者 は、博士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分な資格 を持っ もの と認 め
られ る。
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